戦後日本の旅客交通政策の評価と今後の戦略課題　－21世紀初頭に本当に豊かな交通の実現を by 土居, 靖範



































































































































ていこう。まず各種公共交通機関の 00 年  月末の営業キロ数は表  のようになっており，
図3　都市交通手段の適用範囲の模式図
出所）都市交通研究会『これからの都市交通』山海堂，1995年，ｐ. 2の図を一部修正。




























































JR 私　鉄 地下鉄 計
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中 京 交 通 圏
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出所）（財）運輸政策研究機構編刊『都市交通年報』平成  年版，p. を一部修正。


































































　首都交通圏・東京都区部だけを取り出したい。首都圏一極集中で人口の  分の  近くが居
住していることと，経済活動の発展がこれまで旅客輸送人員数の増加を引き起こしてきた。東






口を約 00 万人上回る  万人（ 年度時点）であり，その移動を主に担う鉄道の混雑は，
近年の輸送力増強，とりわけ相互乗り入れにより緩和傾向にあるものの，いまだ当面の改善目


































 立命館経営学（第  巻　第  号）
時性喪失は，“バス離れ”を引き起こしてきた。都市の乗合バスの表定速度（平均時速）測定資
料で  年度と 00 年度とを比較すると，東京は .km ／時で変わらず，大阪は .km
／時が .km ／時，名古屋は .km ／時が .km ／時となっているのに対して，秋田は



























 年  月刊より）。



































































































の区分けとしては第  種鉄道事業者，第  種鉄道事
業者，第  種鉄道事業者がある。地方自治体が  世紀の都市交通の主役として LRT（新型路
面電車）を「上下分離方式」で積極的に導入することが望まれるので，その際には既存鉄軌道







 ）すなわち，第  種鉄道事業者は，自らが鉄道線路を敷設して運送を行うとともに，自己の線路を第  種鉄
道事業者に使用させる事業の許可を受けた者。第  種鉄道事業者は，第  種鉄道事業者，または第  種鉄道
事業者が敷設した鉄道線路を使用して運送を行う許可を受けた者。第  種鉄道事業者は鉄道線路を敷設して
第  種鉄道事業者に譲渡するか，または第  種鉄道事業者に使用させる許可を受けた者となっている。
　　鉄道事業は通路に巨額の投資が必要なので，第  種鉄道事業への民間事業者の新規参入はまずないだろう
と見られる。通路を借りて車両を運行する第  種鉄道事業者は，比較的参入の可能性は高いとみられる。




























域全体の今後の姿を把握するための調査を  年に実施したが，それによると 0 ～ 
年度の  年間で  集落がすでに消滅したことがあきらかになり，今後 0 年間で「無住化」

















①第  ステップ＝地方民間中小鉄道の廃止→バス転換（ 年頃より）
②第  ステップ＝地方民間バス路線の廃止――第  種生活路線補助の期限付廃止と市町村
代替バスの増加（0 年頃より）
③第ステップ＝国鉄特定地方交通線線の廃止・転換の完了→国鉄から第セクタ－鉄道，
















































鉄道 バス 自動車 二輪車 徒歩
60 80 100
（％）
 立命館経営学（第  巻　第  号）
　　第 1次特定地方交通線の廃止――輸送密度 2,000 人未満，枝線が主
　　第 2次特定地方交通線の廃止――輸送密度 2,000 人未満
　　第  次特定地方交通線の廃止――輸送密度 ,000 人以上 ,000 人未満　
　　「アメとムチ」で転換が強制された。その転換の形態は，
　　・第  セクタ－化  線  社
　　・私鉄化     線    社（青森県の弘南鉄道，下北交通が引き受け）
　　・バス化   線  社（民間のバス会社が引き受け）
④第  ステップ＝ JR バスの本州の  旅客鉄道会社からの分離と路線廃止（ 年  月～）
⑤第  ステップ＝  年間欠損補助金の打切りによる，第  セクタ－鉄道および転換バスの廃
止（ 年  月～）

































 愛 　 知 .0  群 　 馬 0.  群 　 馬 .  福 　 井 .
 東 　 京 .  栃 　 木 0.  栃 　 木 .  富 　 山 .
 京 都 .  岐 　 阜 .0  岐 　 阜 .0  群 　 馬 .
 神 奈 川 .  富 　 山 .0  茨 　 城 .0  岐 　 阜 .





 長 崎 .  神 奈 川 .  愛 　 媛 0.  兵 　 庫 0.
 新 潟 .  京 　 都 .  鹿 児 島 0.  京 　 都 0.
 島 根 .0  長 　 崎 .  長 　 崎 0.  神 奈 川 0.
 秋 田 0.  大 　 阪 .0  大 　 阪 0.  大 　 阪 0.
 鹿 児 島 .  東 　 京 .  東 　 京 0.  東 　 京 0.
全国平均 0.0 . 0. .0
　　注） 年と  年度は  両あたりの世帯数であり，0 年度と 00 年版は  世帯あたりの台数であ　
　　   る点に注意。
　出所）運輸省地域交通局資料および『数字で見る自動車』0 年と 00 年版より作成。
 戦後日本の旅客交通政策の評価と今後の戦略課題（土居）
















































 立命館経営学（第  巻　第  号）


































































































去 マイカー 移動制約者層バ　ス 鉄　道
現

































































帰結といえば，当然である。 年  月までの運輸省時代とそれ以降の国土交通省時代に
分けて政策分析することが必要であるが，本稿では運輸省時代までに限定してまず分析したい。
　0 年代以降の私的モータリゼーション推進策と 0 年代以降の運輸事業の規制緩和推
進策の  つが，交通政策の核心をなすものと位置づける。それぞれを見ていこう。
 ）人口が約 ,000 人と日本一多い岩手県滝沢村では公共交通計画として村内をいくつかのゾーンに分類し，
それぞれで達成すべき公共交通（バス）の「シビルミニマム」を行政目標として策定している。詳しくは，














































































































関 連 部 門
自動車産業


































































































　00 年に日本の人口ははじめて減少に入った。00 年には現在の  億 00 万人が  億人
になる見込みである。こうした急激な「少子化」で今後は人口が大きく減り，全体としてのト
リップ数が減少すると考えられる。
　しかし国土交通省は逆に，総人口が現在よりも  割弱減少する 00 年度には，道路の通
行量は 000 年に比べて ％増加するという予測をうちだしている。高齢化の進展で体力の衰
えた高齢者が免許を取り自動車をより多く使用することになるという理由である（図 ）。果
たしてそうなるか，大いに疑問であるが，日本は世界でも有数の高齢国で，0 年度には 
人に  人が  歳以上の高齢者となることは確実で，そのウエートは増す一方である（図 ）。









 ）経済産業省が全国を  地域に分けて，00 年に人口と経済規模がどうなっているかの試算を行っている。
それによると 000 年と比べて，人口が増えるのは首都圏だけとしている。その他の大都市圏は人口の増加
はわずかか，減少気味としている。
　　ところで，国立社会保障・人口問題研究所の人口資料によると，00 年の高齢化率は 000 年からの人口












































　京都議定書（京都プロトコル）は， 年  月に京都市で開催された気候変動枠組み条約
第  回締結国会議（COP ／地球温暖化防止京都会議ともいう）で採択された。先進国の二酸化炭
素や代替フロンなど  種の温室効果ガスの排出量について拘束力を持った削減計画である。先
進国全体で 00 年から 0 年までの  年間に，温室効果ガスの年平均排出量を 0 年比
で％以内に減らすことを決めた。日本についてはそのうちの％を削減する義務が課された。
  最大排出国のアメリカ合衆国が 00 年  月に京都議定書からの離脱を表明するなど条約批
准の足並みが乱れたが，00 年  月始めにロシアが批准したことで，00 年  月に発効した。
















　　しかし高齢者数はこの 0 年間，秋田県は  万人から  万人に  万人の増だが，首都  都  県では今後
 万人が  万人と倍増するので，絶対数では極めて大きい。
























交通計画に全面的に予算をつけるもので， 年制定の総合陸上交通効率化法＝ ISTEA で
法制化されている。その後  年に同法は  世紀交通公正法＝ TEA －  に改訂されたが，
その基本的枠組みは継承され，一層の発展を目指すものとなっている。さらに 00 年  月に
議会で承認された SAFETEA-LU（新交通最適化法）にも受け継がれている。






































0 立命館経営学（第  巻　第  号）
する要でもある。その下で旧態依然の交通関係諸法規（軌道法等）を抜本的に改廃し，新たな
交通法体系を構築することをうたう。たとえば仮称であるが，「LRT の整備促進に関する法律」
（略称：LRT 法）や，「過疎地域等周辺交通の維持・改善に関する法律」といったものである。
　従来の国の縦割り行政のもつ交通整備上の問題点を克服することも必要である。交通基本法
において，総合的な地区交通計画を地方自治体に策定させることを義務づけ，住民参画の下で
「地区交通計画」を策定する。それを実施に移すための権限と財源を全面的に地方自治体にあ
たえることを，交通基本法の枠組みに入れる。
　何度も強調するように現代生活には交通が不可欠であるが，その保障は「現代社会の移動の
権利」といわれる交通権を国の責任とすることが核心となる。 年にフランスで制定され
た国内交通基本法（LOTI）は，交通権の保障を政府の責任と位置づけたが，交通権という用語
をうたってなくとも，同様の概念を法律や憲章で制定しているヨーロッパ諸国は多い。
　交通権を勝ち取るには，それを盛り込んだ「交通基本法」を日本でも制定することが急がれ，
運動を全国的に大きく展開することが切に求められている。 
